
特殊建築物の敷地の位置について

・申請者名：株式会社 雄開発

・敷地の位置：うるま市勝連平敷屋2653番1の一部

・特殊建築物の種類：産業廃棄物処理施設
（廃プラスチック、各種くず類の破砕処理施設）

・申請の内容：建築基準法第51条ただし書き許可

うるま市
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当該施設が建築基準法第51条ただし書き許可の対象になる根拠

都市計画区域内においては、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場

その他政令で定める処理施設の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が
決定しているものでなければ、新築し、又は増築してはならない。
ただし、特定行政庁が都道府県都市計画審議会（その敷地の位置を都市計画に定めるべ

き者が市町村であり、かつ、その敷地が所在する市町村に市町村都市計画審議会が置かれて
いる場合にあっては、当該市町村都市計画審議会）の議を経てその敷地の位置が都市計画上
支障がないと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範囲内において新築し、若しくは
増築する場合においては、この限りではない。

建築基準法第51条（卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置）

建築基準法施行令第130条の2の2（位置の制限を受ける処理施設）【条文抜粋】

法第五十一条本文（法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）の
政令で定める処理施設は、次に掲げるものとする。

二 次に掲げる処理施設（工場その他の建築物に附属するもので、当該建築物において生じ
た廃棄物のみの処理を行うものを除く。以下「産業廃棄物処理施設」という。）

イ 廃棄物処理法施行令第七条第一号から第十三号の二までに掲げる産業廃棄物の処理施設

廃棄物処理法施行令：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」
1



当該施設が建築基準法第51条ただし書き許可の対象になる根拠

建築基準法施行令第百三十条の二の二（位置の制限を受ける処理施設）【条文抜粋】

廃棄物処理法施行令第七条第一号から第十三号の二までに掲げる産業廃棄物の処理施設の
うち
七 廃プラスチック類の破砕施設であって、一日当たりの処理能力が五トンを超える

もの
八の二 第二条第二号に掲げる廃棄物（事業活動に伴って生じたものに限る。）
又は、がれき類の破砕施設であって、一日当たりの処理能力が五トンを超えるもの

※第二条：法第二条第四項第一号の政令で定める廃棄物は、次のとおりとする。
二 木くず（建設業に係るもの）

建築基準法第五十一条 （卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置）

建築基準法第５１条の対象要件

51条対象処理品目 申請処理能力

設置する破砕施設の能力

建設混合廃棄物
（廃プラスチック類）
（木くず）

処理能力 ５ｔを超える
施設である（51条許可要す） 8.15ｔ/日

7.51ｔ/日 2



うるま市特定用途制限地域内における建築物等の制限に関する条例

建築物の用途の制限：別表第1左欄に掲げる特定用途制限地域内においては、同表右欄に掲げる建
築物を建築してはならない。ただし、都市計画においてその敷地の位置が決定しているもの又は法第
48条14項若しくは法第51条の規定に基づき市長が許可した場合は、この限りでない。

3

目的：建築基準法第49条の2及び畜舎等の建築等及び特例に関する法律施行規則第52条第1項の規
定に基づき、都市計画法第8条第1項第2号の2に掲げる特定用途制限地域内における建築物及び工作
物の用途の制限を定めることにより、合理的な土地利用を図り、良好な環境の形成及び保持に資する
ことを目的とする。

うるま市建築基準法第51条
ただし書きの許可取扱基準

うるま市都市計画マスター
プランに合致する準工業地
域、工業地域、工業専用地
域、用途未指定地域

用途未指定地域の場合は、
既存集落及び住居系の用途
地域から100ｍ以上離れた
地域

適
用
地
域

適
用
範
囲
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都市計画図（特定用途制限地域図）で見る敷地の位置

海中道路

ホワイトビーチ

申請地

4

うるま市特定用途制限地域（勝連地区）総括図

申請地

拡大図



敷地の位置（うるま市勝連平敷屋区域）

5

申請地



敷地の位置（申請地付近状況）

6

申請地

米軍ホワイトビーチ

県道239号線

県道８号線

市道勝連4-1号線 農道4063号線



敷地の位置（周辺土地利用状況）
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敷地の位置（周辺土地利用状況：航空写真）
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敷地中心より300ｍ

敷地中心より50ｍ

敷地境界より100ｍ



敷地の位置（配置図兼平面図）

敷地面積2,975.43㎡

延べ床面積446.79㎡

9



敷地の位置（現場写真）

C

D

E 10

BA

写真方向図

計画地
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施設概要

件 名

申 請 者

敷地の位置

許可対象施設

処 理 能 力

：

：

：

：

：

株式会社雄開発 破砕施設新築工事

株式会社雄開発

代表取締役 恩納 武雄

うるま市勝連平敷屋2653番1の一部

四軸破砕機

①廃プラスチック：８．１５ｔ／日（８時間）
②ゴムくず ：７．８０ｔ／日（８時間）
③金属くず ：８．２０ｔ／日（８時間）
④紙くず ：７．４０ｔ／日（８時間）
⑤木くず ：７．５１ｔ／日（８時間）
⑥繊維くず ：５．５０ｔ／日（８時間）
⑦ガラスくず・コンクリート及び陶磁器くず

：８．１０ｔ／日（８時間）

※上記の処理量は破砕機が１種類の廃棄物を１日（８時間）
で処理できる量を記載しています。
実際の処理する廃棄物は混合廃棄物になるため処理量は
減少します。 11



廃棄物処理フロー

処理物

今回の計画施設では、リサイクル可能廃棄物とリサイクルできない廃
棄物の両方の処理を同一の破砕機で処理する。

分別作業

廃棄物の種類毎
に破砕処理

リサイクル品として中間処理業者や海外へ搬出され、新たな資源と
して再利用される廃棄物
・金属くずはリサイクル品としてフレコン又はコンテナにて出荷
・廃プラスチック類（ペットボトル）はリサイクル品としてフレ
コンにて出荷

・廃プラスチック類（タイヤ等）ゴムくず、木くずはリサイク
ル品としてフレコンにて出荷

・ガラス・コンクリート、陶磁器くずはリサイクル品としてフ
レコンにて出荷

●リサイクル可能な廃棄物

●リサイクルできない廃棄物

リサイクルできない廃棄物は県内や県外の処理業者にて焼
却処理や埋め立て処理予定

12



処理工程

13



敷地の位置（主要幹線道路からの搬入搬出経路）

申請地

平敷屋小学校

県道239号線

市道勝連4-1号線

農道4063号線

搬入 搬出 一方通行 14

申請地より約800ｍ

直近人家

申請地より約600ｍ

1

2

4

5

6

3

6

5

4

1

2

3

幅員5.0ｍ

幅員5.0ｍ

幅員5.2ｍ

幅員8.0ｍ

幅員5.0ｍ

幅員5.1ｍ

申請地出入口

平敷屋漁港

61 には事業者が一方通行を行う旨の看板設置



処理工程（敷地内車両順路）
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委託先一覧

No 処理委託先 所 在

リサイクル委託先一覧

１ 大信商事株式会社 沖縄県島尻郡与那原町東浜97-3-806

２ 琉球セメント株式会社 沖縄県浦添市西洲2丁目2番地2

沖縄県名護市字安和1008番地3

3 拓南商事株式会社 沖縄県うるま市州崎8番地２

4 株式会社NRS 福岡県北九州市若松区響町1丁目79番１

廃棄物処理委託先一覧

１ 株式会社倉敷 沖縄県沖縄市字池原3190番地３

２ 株式会社森岡産業 沖縄県読谷村座喜味3156番地

３ 沖縄県環境整備センター株
式会社

沖縄県名護市字安和2045番地１

16



廃棄物事業所への経路 1
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廃棄物事業所への経路 2

18



廃棄物事業所への経路 3

19
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許可の判断基準について

うるま市建築基準法第51条ただし書きの許可取扱基準及び卸売市場、ごみ焼却場等
の都市供給処理施設に関する建築基準法第５１条の規定の取扱いを参考

1. 市街化傾向のない場所に位置し、周囲に及ぼす影響が少ないこと

2. 廃棄物処理法に定める、周辺地域の生活環境に及ぼす影響調査の
結果、影響が軽微であると予想されること

3. 施設の設置目的が公益性の高いものであると認める場合

4. 廃棄物の搬入経路は、主要道路から当該敷地まで通学路及び既存集
落内を通過しないこと。 また、公道に駐車することの無いように所
要の駐車場を確保すること。

・敷地境界から100ｍ以内に学校、病院、住居系の建築物がないこと

・沖縄県廃棄物処理計画に沿っていること
・関係部局より問題の指摘がなく、意見に対しては遵守する計画であること

・搬入経路は、道路幅員6ｍ以上であること
・周囲の状況等により交通安全上支障がないこと

・環境影響調査の結果、影響が軽微であると予測されること
・自治会等の代表者に事前説明を行っていること
・周辺住民に対して周知及び調整が十分に図られていること

20



・平敷屋地区の旧集落は建築基準法の道路に該当しない道が多くあり、住宅
建て替えが厳しい状況にある。平成19年に県道239号線が開通した後も新
集落での建て替えが殆どであり、計画地域付近へ住宅地が広がっていく様子
はなく、土地活用は現在も畑、墓地、畜舎等と変化がなく今後も市街化を見
込める状況にはない。
尚、計画地は良好な居住環境を保全するため、大規模な店舗・事務所や遊

戯・風俗施設等の閑静な住環境に対して負荷の高い施設を規制し、都市的土
地利用と自然的土地利用が調和した農住環境を形成するとして特定用途制限
地域の「集落環境保全地区」に指定されている。
農地保全の観点からは、農振地域内ではあるが農用地区域外にある農振白

地であり、現況・地目とも農地ではないことから転用申請の必要はない。又、
土地改良事業区外でもある。
また、直近人家や学校より距離があったため当該地を選定した。日常的に

人が立ち寄る場所ではないため、交通量、騒音による周囲への影響など総合
的に勘案すれば計画地は当該処理施設の適地であると考えられる。

周囲に及ぼす影響は少ない

1.市街化傾向のない場所に位置し周囲に及ぼす影響の少ない場合

許可の判断基準について

21



許可の判断基準について（既存集落・建築確認状況）

新・旧集落の分布 旧集落建築基準法道路種別

建築確認分布図

旧集落地域
新集落地域

（基準法の道路に該当しない）

うるま市都市計画マスタープラン
（H22年3月）

【用途地域外の土地利用方針】

平敷屋は、基盤整備がおこなわれ
ていないことによる住宅の密集や
道路幅員が狭い箇所が見られるた
め、主要生活道路や区画道路の整
備等によるゆとりある住環境の形
成を推進するとともに、無秩序な
集落の拡大を防ぐため、土地利用
の規制・誘導を検討する。

申請地

22



環境への影響が軽微である

2.廃棄物処理法に定める、周辺地域の生活環境に及ぼす影響調査の
結果、影響が軽微であると予想されること

許可の判断基準について

23

・平敷屋区には事前説明をし、区所有地を計画地として賃貸借契約を交わし、
周辺住民に対しては区民総会で事業説明を行い、計画地より50ｍ以内の権
利を有する住民より同意書を頂いている。
広域的にはHP等で周知し事業内容を縦覧に付した。

・当該地域は騒音規制法の指定地域外であるため規制基準は適用されないが、
周辺の生活環境への配慮の観点から、敷地境界における環境保全目標値を設
定し、将来予測と環境保全目標値を比較し、目標値を満足していることから
環境への影響は軽微であると判断している。
計画開始時は直近人家より距離があり当該地を選定した。計画進捗中に

近隣で住宅建築がはじまったが、同意書も頂き環境影響調査の結果、当該
住宅地の騒音増加は軽微であると試算している。
また、稼働後に周辺で問題が発生する可能性はあり、苦情が発生した場合

は、運用面の見直しや遮音壁設置等の適切な環境保全対策を検討する。



大気質
破砕機は屋内設置のため低速運転でほとんど粉塵を発生しない構造で
あるが、粉塵対策としてミスト発生装置が装着されている

騒音 別紙

振動 別紙

悪臭 破砕施設からの悪臭の発生はない

水質
施設からの排水は合併浄化槽で処理後側溝放流し、雨水は敷地
内処理としている

生活環境への影響

許可の判断基準について

当該施設計画による環境影響は問題ないとされる。
24



許可の判断基準について

昼（8～19時）
朝（6～8時）

夕（19～21時）

第４種区域B 70dB以下 70dB以下

１．騒音

表 騒音規制法に係る規制基準

予測地点 寄与騒音レベル 現況騒音レベル 将来騒音

敷地北側 70dB

54dB

70dB

敷地東側 69dB 69dB

敷地南側 57dB 59dB

敷地西側 69dB 69dB

当該施設は、騒音規制法に係る規制基準のうち
指定のない地域であるため、第４種区域Bの基準
値を保全上の目標としている。

施設の稼働にあたっては、以下の措置を講じることで騒音の影響の回避・低減に努める。

・施設の稼働中には、周辺の生活環境に配慮して建屋の扉を閉じて作業を行う等、騒音
対策の徹底に努める。

・施設においては、破砕機の設置状態、稼働状況に注意し、メンテナンスなどを行うこ
とにより、騒音の発生を抑制することに努める。

１）生活環境の保全上の目標

２）影響の回避又は低減

25



予測地点 寄与振動レベル 現況振動レベル 予測結果

敷地北側 34dB

30dB未満

35dB

敷地東側 34dB 35dB

敷地南側 30dB未満 33dB

敷地西側 30dB未満 33dB

許可の判断基準について

２．振動

昼間
（8～19時）

夜間
（19～8時）

第2種区域 65ｄＢ以下 60ｄＢ以下

表 振動規制法に係る規制基準

当該計画地は、振動規制法に係る規制基準のう
ち、いずれの類型にも指定されていないが、特定
工場において発生する振動の規制に関する基準の
第2種区域を参考に、この基準値を保全上の目標
とした。

１）生活環境の保全上の目標

施設の稼働にあたっては、以下の措置を講じることで振動の影響の回避・低減に努める。

・破砕機には、緩衝材、堅固な基礎を設けるなど、防振対策を徹底する。

・対象施設においては、破砕機の設置状態、稼働状況に注意し、メンテナンス等を
行うことにより、振動の発生を抑制することに努める。

２）影響の回避又は低減

26



許可の判断基準について

生活環境への影響

環境影響調査の結果、施設の設置による周辺地域に及ぼす影響は少ないと
評価するが、環境保全の観点から、以下の保全対策について配慮願いをし
ている。

1. 申請地内・外における重機及び車両のアイドリングストップや、構内制限
速度の遵守。

2. 申請地内・外における搬入・搬出物の飛散防止対策

3. 搬入・搬出・各作業における振動・騒音・粉塵の低減への協力

4. 申請地での搬入・搬出・メンテナンス、修理等において油類の漏洩につい
ての配慮。万一漏洩した場合は、すみやかに復旧処置すること

5. 高圧ガス（可燃ガス）の搬入の場合は、容器、器具の取扱等の法令を遵守し
漏洩や火災が発生しないことへの配慮
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・関係部局から問題の指摘はなく、意見を遵守する計画である。

・不法投棄が危惧される地域であり、施設を建設することにより不法
投棄を抑止しながら、廃棄物の減量化及び再利用化のために、循環
型社会の実現に向けて取り組むものであり公益性の高い施設である。

公益性の高い施設である

3.施設の設置目的が公益性の高いものであると認める場合

許可の判断基準について

・沖縄県廃棄物処理計画によると、最終処分場の建設は厳しい状況に
あり、これまで以上に中間処理と資源化を図り最終処分量を削減し、
既設の最終処分場の延命化を図ることが課題となっている。
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許可の判断基準について

出典：沖縄県廃棄物処理計画第五期（令和3年度～令和7年度）

沖縄県の産業廃棄物の処理状況は、再生利用量が横ばい若しくは減少傾向にあり、
減量化量は微増で最終処分量は増加傾向である。最終処分量を低減するには中間処
理施設を促進する取り組み強化が重要であり、最終処分量を低減するため廃棄物の
再生利用を促進する中間処理施設の公益性は高いと言える。
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4.廃棄物の搬入経路は、主要道路から当該敷地まで道路幅員６ｍ以上で
あるものとし、通学路及び既存集落内を通過しないこと。また、公道に
駐車する事の無いように、所要の駐車場を確保すること。

・主要道路から当該敷地まで幅員６ｍ未満の部分が殆どであるが、周囲の状況
等により交通安全上支障がない場合はこの限りでないとしている。

（うるま市建築基準法第51条ただし書の許可取扱基準第5条）

・敷地周辺の擁壁を自主的にセットバックし見通しの良い空間を確保す
る計画であり、計画地内には所要の駐車場を確保している。

交通の安全考慮及び駐車スペースが十分ある計画である

許可の判断基準について

・工場への主要幹線道路からの搬入搬出は一方通行とし安全を確保する。

30

・農道は徐行運転を行い農道保全に努め、破損した場合は維持修繕について
担当課と協議する。



都市政策課

平成26年3月に特定用途制限地域の「集落環境保全地区」を指定して
いる。
搬入搬出路の道路幅員が6ｍ未満の部分があるが、葬祭場及び霊園等へ

の交通安全には十分配慮されたい。

環境政策課

騒音をはじめとする規制基準値を遵守すること。
「うるま市公害防止条例」を遵守し、公害の発生等が認められる場合は
申請者の責任により必要な措置を講ずること。
施設の建設、操業に起因する環境に関する苦情等があった場合は、直

ちに原因調査を行い速やかに適切な措置を講ずること。

農林水産
政策課

意見なし。（農振地域に入っているが、農業振興地域ではない。）

農林水産
整備課

農道通行においては「農道通行届」を提出し、徐行運転を行い農道保全
に努めること。また、当課の想定している一日あたりの大型車（10ｔ）
交通量は15台未満である。交通量の遵守が出来ていない場合、又は農道
が破損した場合は維持修繕について協議を要す。

農業委員会
事務局

農振白地であり、現況・地目も農地でないことから農地転用は不要であ
るが、農業振興地域に隣接しており近隣農地への影響について留意する
こと。

許可の基準について（市の関係部局への意見聴取）
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まとめ

以上により、うるま市としては許可の判断基準を
総合的に判断すると、都市計画上の支障はないも

のと考えられる。

1. 特定用途制限地域（集落環境保全地区）に指定しているが、本計画
施設は、市街化傾向の無い場所に位置し、周辺に及ぼす影響が少な
いと考えられる。

2. 環境影響調査の結果、影響が軽微であると予測される。

3. 本計画は沖縄県廃棄物処理計画に沿っている。又、関係機関からの
特段の意見はなく、循環型社会実現に向けて取り組む公益性の高い
施設である。

4. 廃棄物の搬入経路は、道路幅員が十分とは言えないが、通学路及び
既存集落内を通過しないこと、敷地に駐車スペースが十分ある計画
である。
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